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平成３０年度大村市下水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 平成３０年度大村市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）年度末整備面積 ２，３２７ha 

（２）年間総処理水量 １２，４６６，４８４㎥ 

（３）一日平均処理水量 ３４，１５５㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

汚水管及び雨水管布設工事 ６６０，８８０千円 

水処理施設増設工事 ５７５，２００千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業外費用中公

共下水道事業企業債利息 ２７９，０３１千円の財源に充てるため、企業債 ３１，

１８７千円を借り入れる。 

収 入 

第１款 下水道事業収益 ３，０１２，０５６千円 

第１項 営業収益 １，９８４，６１０千円 

第２項 営業外収益 １，０２７，４４３千円 

第３項 特別利益                     ３千円 

支 出 

第１款 下水道事業費用 ２，５６６，４６６千円 

第１項 営業費用 ２，２４６，４６６千円 

第２項 営業外費用 ３０９，１０３千円 

第３項 特別損失 ８９７千円 

第４項 予備費 １０，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額１，５３６，９２６千円は、消費税及び地方消費税資本的収

支調整額６３，０３１千円及び過年度分損益勘定留保資金１，４７３，８９５千円で

補塡するものとする。）。 
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収 入 

第１款 資本的収入 １，６１７，９３６千円 

第１項 企業債 ８０３，７１３千円 

第２項 負担金 １２０，９９９千円 

第３項 補助金                １１６，５２６千円 

第４項 固定資産売却代金 ２千円 

第５項 交付金 ５７６，６９５千円 

第６項 寄附金 １千円 

支 出 

第１款 資本的支出 ３，１５４，８６２千円 

第１項 建設改良費            １，９１７，０６３千円 

第２項 企業債償還金 １，２２７，７９９千円 

第３項 予備費 １０，０００千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定め

る。 

事   項 期  間 限 度 額 

大村浄水管理センター汚泥処分業務委託 平成３１年度 ６３，２４５千円

大村浄水管理センター汚泥運搬業務委託 平成３１年度 １６，３０４千円

 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公 共 下 水 道

整 備 事 業 費

 

下水道事業借換債

千円

 

 

 

 

８３４，９００ 証書借入 

 

年利 5.0％以内 

 

ただし、利率

見直し方式で借

入れる資金につ

いて、利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率 

政府資金又は地方公共

団体金融機構資金につい

ては、その貸付条件によ

る。その他の資金につい

ては貸付先と協議して定

める。 

ただし、企業財政その

他の都合により、据置期

間及び償還期限を短縮

し、若しくは繰上償還又

は低利債に借換えするこ

とができる。 

 

 

 

- 2 - 



－ 4 － 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１，５００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

（１）営業費用と営業外費用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

（１）職員給与費 ２０２，５４９千円 

（２）交際費                       ３０千円 

 

（他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業における雨水処理等の経費に充てるため、一般会計からこの会計

へ補助を受ける金額は、６８８，８９７千円である。 

 

 

平成３０年２月２８日提出 

 

大村市長  園 田  裕 史 
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予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 下水道事業収益 3,012,056

1 営 業 収 益 1,984,610

1 下 水 道 使 用 料 1,810,008

2 雨 水 処 理 負 担 金 155,419 一般会計負担金

3 そ の 他 営 業 収 益 19,183 督促料、消化ガス売却収益

2 営 業 外 収 益 1,027,443

1 受取利息及び配当金 242

2 他 会 計 補 助 金 416,952 一般会計補助金

3 長 期 前 受 金 戻 入 603,409

4 雑 収 益 6,840 下水道敷使用料ほか

3 特 別 利 益 3

1 固 定 資 産 売 却 益 1

2 過年度損益修 正益 1

3 そ の 他 特 別 利 益 1

予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 下水道事業費用 2,566,466

1 営 業 費 用 2,246,466

1 管 渠 費 107,508

2 ポ ン プ 場 費 59,781

3 処 理 場 費 414,085

4 大 村 湾 南 部

流 域 下 水 道 費

5 業 務 費 101,306

6 総 係 費 163,567

7 減 価 償 却 費 1,365,508

8 資 産 減 耗 費 19,319
固定資産の除却又は廃棄に
要する経費

2 営 業 外 費 用 309,103

1 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

2 補 助 金 70
水洗便所改造資金貸付金利
子補給金

3 消 費 税 及 び

地 方 消 費 税

4 雑 支 出 1

3 特 別 損 失 897

1 過年度損益修 正損 896 過年度調定分還付金ほか

2 そ の 他 特 別 損 失 1

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

支　　   出

大村湾南部流域下水道維持
管理負担金

279,032 企業債等の支払利息

平成３０年度大村市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　   入

款 項 目

30,000
消費税及び地方消費税納付
分

款 項 目

15,392
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予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 資本的収入 1,617,936

1 企 業 債 803,713

1 企 業 債 803,713 下水道建設事業債

下水道事業借換債

2 負 担 金 120,999

1 受 益 者 負 担 金 19,175

2 工 事 負 担 金 101,824 汚水管移設工事負担金

3 補 助 金 116,526

1 国 県 補 助 金 0

2 他 会 計 補 助 金 116,526 一般会計補助金

4 固定資産売却代金 2

1 固定資産売却代金 2

5 交 付 金 576,695

1 国 県 交 付 金 576,695 社会資本整備総合交付金

6 寄 附 金 1

1 寄 附 金 1

予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 資本的支出 3,154,862

1 建 設 改 良 費 1,917,063

1 給 与 費 等 36,809

2 公 共 事 業 1,378,165

3 単 独 事 業 292,116

4 大 村 湾 南 部 大村湾南部流域下水道

流 域 下 水 道 事 業 地元負担金

5 受益者負担金経費 4,108

6 投 資 200,015

2 企 業 債 償 還 金 1,227,799

1 企 業 債 償 還 金 1,227,799 企業債の元金償還

3 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

資本的収入及び支出

収　　   入

款 項 目

支　　   出

款 項 目

5,850
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1

退職給付費

（千円）

28,931

28,931

30,029

30,029

△ 1,098

△ 1,098

２ 　給料及び手当の増減額の明細

３

(1) 職員１人当たり給与 (2) 初任給

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

5,382

（人）

( 2)

( 2)

( 1)

( 1)24

24

19

5

39,630 138,298 23,135

24,420

区　分

区　分 企業職（円）
一般会計の制度

行政職（円）

本
年
度

高校卒 147,100 147,100

大学卒 179,200 179,200

平成２８年
１２月１日現在

平 均 給 料 月 額 283,776

平 均 給 与 月 額 333,357

平 均 年 齢 39.8

　給料及び手当の状況

区　　　　分 企 業 職

平成２９年
１２月１日現在

平 均 給 料 月 額 291,973

( 1)

扶　養 住　居 通　勤 時間外 管理職

4,242 1,285

資本勘定支弁職員 276 1,202 1,478

期末勤勉

194,739

2,984 2,356

合　　　　　　計 84,961

比
　
較

損益勘定支弁職員

前
年
度

損益勘定支弁職員

51,232

5,527

166,222 28,517

資本勘定支弁職員 16,322 11,602 27,924

68,639

平 均 給 与 月 額 343,760

平 均 年 齢 39.5

その他の増減分 2,092  異動等による

給 料 3,260

給与改定に伴う増加分 187

手 当 3,558
制度改正に伴う増加分 1,466

昇給に伴う増加分 2,354  定昇率2.84％

その他の増減分 719  異動等による

区　分 増減額（千円） 説　明 備　考

805 2,283

合　　　　　　計 3,260 3,558 5,720 2,090 7,810( 1)

手　当 手　当 手　当 勤務手当手
当
の
内
訳

手　当 手　当

35,589

88,221 54,790 171,942 30,607 202,549合　　　　　　計

資本勘定支弁職員 5 16,598 12,804 29,402 6,187

166,960

161,433

33,306

（千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員 19 71,623 41,986 142,540

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　　　　　　　　分

給　　　　　与　　　　　費 法　定
福利費

合　　　計
特別職 報　酬 給　料 手　当

給 与 費 明 細 書

総　　括 （かっこ書きは再任用職員）

一般職

職   員   数

計

（千円） （千円）

本年度 4,572

比　較 342 △ 343 △ 133 757 265 2,670

2,374 1,189 8,595 2,175 35,885

前年度 4,230 2,717 1,322 7,838 1,910

増 減 事 由 別 内 訳 （千円）

（千円） （千円） （千円） （千円）

33,215
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(3) 級別職員数（かっこ書きは再任用職員）

( 1) ( 100.0) ( 1) ( 100.0)

( 1) ( 100.0) ( 1) ( 100.0)

（級別の標準的な職務内容）

(4) 昇給

(5) 期末手当・勤勉手当（かっこ書きは再任用職員）

(6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(7) その他の手当

（人）

2.275

区　分
支給期別支給率

(1.225)

前年度

本年度

2.225

(1.075)2.125

(1.050)

比率（Ｂ）／（Ａ）（％） 87.5%

４級

２級 6 25.0

３級 1 4.2

　部長の職務

6

計

6

24 100.0

2

２級 4

３級 2

計 24

１級 6

備　考
６月(月分) １２月(月分) （月分）

８号給 （人）

25.0

　課長の職務

１級

職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に よ る
加 算 措 置

（人）

25.0

100.0

号給数別内訳

２号給

４号給 （人） 21

６号給

区　　　分 企　業　職

５級

24

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

　課長補佐の職務

　１　係長の職務
　２　主任の職務

21

４級

職員数(人) 職員の級区　分 職員の級 区　分

平成２９年
１２月１日現在

　主事又は技師の職務

企　　　業　　　職

７級 ３級

７級 4.2 ７級 1

６級 2 8.3

５級 2

25.0

　主査の職務

構成比(％) 構成比(％)

６級

６級 ２級

1 4.2

平成２８年
１２月１日現在

　相当の知識又は経験を必要とする業務を行う
　主事又は技師の職務

１級

4.2５級

職員数(人)

8.3

16.7

8.3

４級 33.3

1

8

通　　　　勤　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

区　　　　　　　　　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

扶　　　　養　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

住　　　　居　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

一般会計の制度 有

備　考
の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) （月分）

区　分
25 年 勤 続

一 般 会 計 の
制 度
（ 支 給 率 等 ）

4.40 (2.30)(1.225)

47.70947.70933.2707524.586875

47.70947.70933.2707524.586875

2.275(1.075)2.125

そ の 他 の

加 算 措 置 等

定年前早期
退職者特例措置
2％～45％加算

定年前早期
退職者特例措置
2％～45％加算

8.3

有4.302.075

20 年 勤 続

(1.200) (2.25)

職員数（Ａ）（人）

支給率計

35 年 勤 続 最 高 限 度 額

支 給 率 等

有4.40 (2.30)
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期 間 金 額 期 間 金 額
自 己
資 金

千円 千円 千円 千円

大村浄水管理センター
汚泥処分業務委託

63,245 － － 平成31年度 63,245 63,245

大村浄水管理センター
汚泥運搬業務委託

16,304 － － 平成31年度 16,304 16,304

債務負担行為に関する調書

事　　項 限度額

前 年 度 末 ま で の

支 払 義 務 発 生

（見込）額

当 該 年 度 以 降 の

支 払 義 務 発 生

　予 定 額

左の財源内訳
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千円

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 387,477

減価償却費 1,365,508

固定資産除却費 19,319

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 3,843

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,706

賞与引当金の増減額（△は減少） 690

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 194

修繕引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △ 603,409

受取利息及び配当金 △ 242

支払利息 279,032

有形固定資産売却損益（△は益） 0

未収金の増減額（△は増加） 24,004

未払金の増減額（△は減少） 81,013

前払金の増減額（△は増加） 0

小計 1,558,449

利息及び配当金の受取額 242

利息の支払額 △ 279,032

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,279,659

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,602,701

有形固定資産の売却による収入 2

無形固定資産の取得による支出 △ 5,417

無形固定資産の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 538,249

一般会計からの繰入金による収入 107,894

負担金による収入 112,178

寄附金による収入 1

その他投資による支出 △ 200,015

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,049,809

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 746,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,024,289

その他の企業債による収入 88,900

その他の企業債の償還による支出 △ 203,510

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 392,899

資金増加額（又は減少額） △ 163,049

資金期首残高 2,439,671

資金期末残高 2,276,622

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

平成３０年度大村市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 2,247,456,289

ﾛ 1,501,493,775

△ 881,268,468 620,225,307

ﾊ 24,699,099

△ 11,143,836 13,555,263

ﾆ 48,749,931,812

△ 14,457,670,561 34,292,261,251

ﾎ 11,061,666,224

△ 5,955,662,878 5,106,003,346

ﾍ 3,595,864

△ 3,214,892 380,972

ﾄ 20,764,247

△ 16,352,081 4,412,166

ﾁ 0

42,284,294,594

(2)

ｲ 156,052,950

ﾛ 24,961,200

181,014,150

(3)

ｲ 199,999,000

ﾛ 50,790

200,049,790

42,665,358,534

2

(1) 2,276,622,471

(2) 277,750,923

△ 1,042,000 276,708,923

(3) 0

2,553,331,394

45,218,689,928

資　　　産　　　の　　　部　

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 金

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

投資その他の資産合計

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

建 物 付 属 設 備

構 築 物

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

平成３０年度大村市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成３１年３月３１日）

未 収 金

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

流 域 下 水 道 利 用 権

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

投資その他の資産

そ の 他 投 資

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

工 具 器 具 及 び 備 品

- 12 - 



3

(1)

ｲ 12,016,134,763

ﾛ 570,435,778

12,586,570,541

(2)

ｲ 199,707,493

ﾛ 102,006,003

301,713,496

12,888,284,037

4

(1) 0

(2)

ｲ 1,001,879,746

ﾛ 183,347,950

1,185,227,696

(3) 785,119,655

(4) 4,593,429

(5)

ｲ 11,323,000

ﾛ 2,221,000

ﾊ 0

13,544,000

1,988,484,780

5

(1) 31,668,698,459

(2) △ 11,238,729,580

20,429,968,879

35,306,737,696

6 5,539,386,894

7

(1)

ｲ 1,203,533,014

ﾛ 2,218,407,227

ﾊ 122,569,890

ﾆ 122,815,711

ﾎ 972,388

ﾍ 151,350,586

ﾄ 24,592,888

3,844,241,704

(2)

ｲ 建設改良積立金 100,000,000

ﾛ 428,323,634

528,323,634

4,372,565,338

9,911,952,232

45,218,689,928

負　　　債　　　の　　　部　

負 債 資 本 合 計

そ の 他 の 企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

修 繕 引 当 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

工 事 負 担 金

負 債 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

資　　　本　　　の　　　部　

資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

受 益 者 負 担 金

国 県 交 付 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

一 時 借 入 金

預 り 金

未 払 金

企 業 債

引 当 金

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

流 動 負 債

引 当 金

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金

繰 延 収 益

収 益 化 累 計 額
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              （平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

千円 千円 千円
1 営 業 収 益
(1) 下 水 道 使 用 料 1,834,775
(2) 雨 水 処 理 負 担 金 150,203
(3) そ の 他 営 業 収 益 16,853 2,001,831

2 営 業 費 用
(1) 管 渠 費 82,538
(2) ポ ン プ 場 費 55,352
(3) 処 理 場 費 379,243
(4) 流 域 下 水 道 費 13,364
(5) 業 務 費 87,750
(6) 総 係 費 147,144
(7) 減 価 償 却 費 1,387,474
(8) 資 産 減 耗 費 38,255
(9) そ の 他 営 業 費 用 0 2,191,120

営 業 損 失 189,289

3 営 業 外 収 益
(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 601
(2) 国 庫 補 助 金 0
(3) 他 会 計 補 助 金 438,529
(4) 長 期 前 受 金 戻 入 618,334
(5) 雑 収 益 7,402 1,064,866

4 営 業 外 費 用
(1) 支 払 利 息 及 び 303,190

企 業 債 取 扱 諸 費
(2) 貸 付 金 利 子 補 助 金 126
(3) 繰 延 勘 定 償 却 0
(4) 雑 支 出 2,231 305,547 759,319

経 常 利 益 570,030

5 特 別 利 益
(1) 固 定 資 産 売 却 益 1
(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 1
(3) そ の 他 特 別 利 益 1 3

6 特 別 損 失
(1) 固 定 資 産 売 却 損 0
(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 812
(3) そ の 他 特 別 損 失 1 813 △ 810

569,220
90,847

0
660,067

             平成２９年度大村市下水道事業予定損益計算書（前年度分)

当 年 度 純 利 益
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

その他未処分利益剰余金
変 動 額
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 2,247,456,289

ﾛ 1,501,493,775

△ 857,762,468 643,731,307

ﾊ 24,699,099

△ 9,971,836 14,727,263

ﾆ 47,792,057,812

△ 13,426,599,561 34,365,458,251

ﾎ 10,436,158,224

△ 5,665,286,878 4,770,871,346

ﾍ 3,596,864

△ 2,882,892 713,972

ﾄ 20,764,247

△ 14,587,081 6,177,166

ﾁ 0

42,049,135,594

(2)

ｲ 156,177,950

ﾛ 36,705,200

192,883,150

(3)

ｲ 35,790

35,790

42,242,054,534

2

(1) 2,439,670,541

(2) 301,754,863

△ 4,885,000 296,869,863

(3) 0

2,736,540,404

44,978,594,938

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 金

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

流 域 下 水 道 利 用 権

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

未 収 金

流 動 資 産

投資その他の資産合計

投資その他の資産

そ の 他 投 資

現 金 預 金

固 定 資 産 合 計

平成２９年度大村市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

（平成３０年３月３１日）

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

土 地

構 築 物

建 物

減 価 償 却 累 計 額

建 物 付 属 設 備

資　　　産　　　の　　　部　
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3

(1)

ｲ 12,272,016,763

ﾛ 664,889,778

12,936,906,541

(2)

ｲ 191,001,493

ﾛ 102,006,003

293,007,496

13,229,914,037

4

(1) 0

(2)

ｲ 1,024,286,746

ﾛ 203,503,950

1,227,790,696

(3) 704,105,665

(4) 4,593,429

(5)

ｲ 10,633,000

ﾛ 2,027,000

ﾊ 0

12,660,000

1,949,149,790

5

(1) 30,910,376,459

(2) △ 10,635,320,580

20,275,055,879

35,454,119,706

6 4,970,166,894

7

(1)

ｲ 1,203,533,014

ﾛ 2,218,407,227

ﾊ 122,569,890

ﾆ 122,815,711

ﾎ 972,388

ﾍ 151,350,586

ﾄ 24,592,888

3,844,241,704

(2)

ｲ 50,000,000

ﾛ 660,066,634

710,066,634

4,554,308,338

9,524,475,232
44,978,594,938

長 期 前 受 金

企 業 債

建設改良費等の財源に

収 益 化 累 計 額

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金

他 会 計 補 助 金

繰 延 収 益 合 計

国 県 交 付 金

国 庫 補 助 金

充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

建 設 改 良 積 立 金

引 当 金 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

修 繕 引 当 金

繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計

預 り 金

長 期 前 受 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債

流 動 負 債

未 払 金

一 時 借 入 金

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

修 繕 引 当 金

引 当 金

企 業 債

固 定 負 債

負　　　債　　　の　　　部　

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

受 益 者 負 担 金

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部　
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注記 

 

  Ⅰ．重要な会計方針 

    平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

   １ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   建物          １５～５０年 

   構築物         １０～５０年 

   機械及び装置      １５年 

   工具・器具及び備品   ４～１５年 

（２） 無形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   流域下水道利用権    ２０～５０年 

   ソフトウェア      ５年 

２ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金  

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金

額を計上している。 

（２） 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。 

（３） 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支

給見込額に基づき、当年度手当の負担に属する額を計上している。 

（４） 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上して

いる。 

   ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   平成２９年度において、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算

して１年以内に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は６，１０

４，９８４千円である。 

 ２ 平成２９年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

   （１）賞与引当金の取崩し 

平成２９年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１０，４

９８千円を取り崩すこととする。 

   （２）法定福利費引当金の取崩し 

      平成２９年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金２，２２６千円を取り崩すこととする。 

   （３）貸倒引当金の取崩し 

      平成２９年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金１，２４

０千円を取り崩すこととする。 

 ３ 平成３０年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

   （１）賞与引当金の取崩し 

  平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１０，６

３３千円を取り崩すこととする。 

（２）法定福利費引当金の取崩し 

平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金２，０２７千円を取り崩すこととする。 

   （３）貸倒引当金の取崩し 

      平成３０年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金４，８８

５千円を取り崩すこととする。 

 

 Ⅲ．その他注記 

   新会計基準移行に係る経過措置 

（１） 退職給付引当金に関する経過措置 

会計基準変更時差異（２４４，５９７千円）については、平成２６年度に一括して費用処理

している。 

（２） 修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り

崩すこととする。 

（３） リース資産に係る経過措置 

リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引については、引き続き通常の賃
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貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

（４） みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本

剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産

で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべて

の資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象と

した按分等の方法を用いて合理的に整理している。 
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